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東松島市⻑
阿部 秀保

2014.10.8 地⽅創⽣本部：基本政策検討チーム（地域⽣活基盤施策）

「時代にあった地域をつくり、安全なくらしを守る」
〜東松島市の取組みから〜

奥松島遠景（日本三景松島）



東松島市概要
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■⼈⼝：40,090⼈（H26.4.1現在）
（震災前⼈⼝：43,142⼈）

【位置と気候】
東松島市は宮城県の県都仙台市の北東にあり
東は⽯巻市、南は松島町に⾯しています。
気候は、年間平均気温や降⽔量からみても、
東北としては⽐較的暖かく⾵⾬の少ない地域
となっています。

【体験と交流】
東松島市は、海、⼭、川の⾃然がそろい、
それぞれがすばらしい景観を形成しています。
特に、海⽔浴や潮⼲狩り、遊覧船、釣りなど
のマリンレジャーが楽しめる場が豊富で、
年間約１２０万⼈の観光客が訪れていました。
また、航空⾃衛隊松島基地では、毎年夏に
航空祭が開催されていたほか、ブルーインパ
ルスの展⽰⾶⾏などを⽬当てに、全国から航
空ファンが訪れていました。

【市花：桜】 【市⽊：松】



浸⽔地域は市街地の６５％
（全国の被災市町村中最⼤）

東松島市の被害状況
(平成２６年8⽉末現在)

■⼈的被害(市⺠)
死 者 １,１０９⼈
⾏⽅不明者 ２５⼈

計 １,１３４⼈（全住⺠の約３％）
■家屋被害
全壊世帯 ５，４９９棟
⼤規模半壊 ３，０５４棟
半壊世帯 ２，５０１棟
計 １１，０５４棟

（全世帯の約７３％）
■流出・⽔没⾞両 約１１,０００台
■避難者（最⼤） １万５,１８５⼈
■避難所（最⼤） ８６箇所
■浸⽔農地⾯積1,465ha/全体農地⾯積3,070ha
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地区名 人口 世帯数 人口 世帯数 人口 世帯数

矢本東 6,946 2,738 6,587 2,676 ▲ 359 ▲ 62

矢本西 7,922 2,860 7,873 3,007 ▲ 49 147

大　曲 7,070 2,416 5,973 2,261 ▲ 1,097 ▲ 155

赤　井 7,394 2,661 7,634 2,873 240 212

大　塩 2,833 907 3,860 1,350 1,027 443

小　野 5,396 1,693 5,780 1,976 384 283

野　蒜 4,615 1,545 1,756 608 ▲ 2,859 ▲ 937

宮　戸 966 260 627 211 ▲ 339 ▲ 49

合計 43,142 15,080 40,090 14,962 ▲ 3,052 ▲ 118

震災前　23.2 現在　26.4 増減

震災によって
約3,000人の人口減少

震災前と震災後の人口と世帯の推移(地区別)
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数値で⽐較する震災前と震災後の東松島市

項⽬ 震災前（Ｈ22） 2013（Ｈ25） 備考

⼈⼝（再掲） 43,142⼈ 40,090⼈ △3,052⼈

⾼齢化率 22.4％ 25.2％ ＋2.8％

製造品出荷額等 169億円 130億円 △39億円

卸売業年間販売額 133億円 77億円 △56億円

⼩売業年間販売額 325億円 285億円 △40億円

納税者１⼈当たり所得 275.9万円 252.9万円 △23.0万円

※「都市データパック」（東洋経済）より
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■⾏政経営の基盤となる地⽅税収⼊の低下
H22：H23対⽐△45％、H22：H24対⽐△22％

■復興に必要となる膨⼤な予算
震災前⼀般会計決算額 H22：153億円
震災後⼀般会計決算額 H23：540億円、H24：1,313億円、Ｈ25：1,088億円

■マンパワーの不⾜
✔⼀般事務職員 243名（プロパーのみ）＋ 129名（※1、※2の計） （Ｈ26.10.1現在）
※１他⾃治体派遣職員 57名（現職）+21名（任期付採⽤）+７名（復興庁採⽤） 計85名
※２市独⾃のマンパワー確保 33名（任期付採⽤）+11名（再任⽤） 計44名
✔プロパーの採⽤、退職者数（3.11以降58名退職に対して、新規採⽤者47名）

■有効求⼈倍率の推移と雇⽤ミスマッチ（⽯巻ハローワーク/東松島市、⽯巻市、⼥川町）
H23.5：0.29倍、H24.5：1.04倍、H25.5：1.51倍、Ｈ26.5：1.39
（震災後最⾼は、Ｈ25.12の「1.94倍」）

■震災前120万⼈を超えていた観光客（交流⼈⼝）数が20万⼈まで低下

数値で⽐較する震災前と震災後の東松島市その２
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東松島市協働のまちづくり

地域分権社会の進展

少⼦化の進展・⼦育て困難
超⾼齢化社会
財政難
災害・地域犯罪の不安
・・・
合併による変化
（H17.4 旧⽮本町と旧鳴瀬町
による合併）

１０年後も安⼼して暮らせる地域でいられるか？

まちづくりが進むべき新たな⽅向性
「市⺠と⾏政」、「市⺠と市⺠」
「⾏政と地域」、「地域と地域」

「協働のまちづくり」

東松島市協働のまちづくりのきっかけ

地域活性化 ＝ 新しい自治
（地方分権の具現化） （地域内分権）

✔市内８つの公民館を廃止（H20）、まちづくり基本条例の制定（H20)
✔８つの市民センターと地区センターの創設と地域自治組織による運営（H21)

地域の“安全・安心”な暮らしを守るためにどうすべきか
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協働まちづくりの仕掛けは、誰でも取り組める⾝近なところ、地域の“環境美化”から

海岸清掃⾵景植栽作業⾵景

“８つの地域毎”に「まちづくり計画」を策定
（全８エリアで、市職員も参加し、延べ424回/年（H20実績）の話し合いを実施）

「まちづくり」とは、全ては基本の積み重ね

自主防災組織の設立（防災対策）、自主防災連絡協議会の創立に至り、
警察等（公助）による安全確保から、自助による子どもたちの通学時の安全確保について話し合いがなされた。

東松島市協働のまちづくり２

※「自主防災組織などの地域の防災体制の整備」については、東松島市まちづくりアンケートにおいて、満足度ランキング2年連続1位となっている。
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⾚井市⺠センター

⽮本東市⺠センター

⽮本⻄市⺠センター

⼤曲市⺠センター
⼩野市⺠センター

野蒜市⺠センター

宮⼾市⺠センター

⼤塩市⺠センター

震災直後に最⼤限に活きた
“協働のまちづくり”
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市内⾃治組織間で共助協定

「東松島市まちづくり基本条例」
(前⽂)地域の特性を活かし、魅⼒あふれる東松島市を市⺠の⼿で築き上
げていくため、協働によるまちづくりを推進することを基本とし、この
条例を定めます。
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3.11における「共助」と「協働」

避難所での話し合い

⾏⽅不明者の確認調査

共助

⾃助

公助

復興計画の話し合い

炊き出し
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農業者 漁業者

復興計画の策定

移転に同意８０．５％

現地再建10．0％

未定9.５％

「東松島市復興まちづくり計画」
を策定（2011.12策定）

避難所 中学⽣

集団移転

コミュニティ

エネルギー

少子高齢化

復興まちづくり 環境未来都市構想

課題解決の⼿段＝協働
2011.5〜2011.12の期間において、
80回以上のワークショップ（単なる説明会
ではない）を開催し、復興後の“あるべき
姿”について、市⺠等と合意形成を図った。
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復興(ふっこう)
いったん衰えたものを、盛んにすること。

復旧(ふっきゅう)
いったん衰えたものを、もとの状態にすること。また、もとの状態にもどること。

もとにもどす「復旧事業」

①災害復旧費
②復興交付⾦

④環境未来都市予算(内閣府)
⑤国、県等の補助事業
⑥産学公⺠⾦連携

③市単独復旧費

⑦市⺠協働

環境・少⼦⾼齢化・防災に対応した
「新しい東松島市」

の実現

復旧≠復興

復旧に留まらないあたらしい
復興のまちづくり
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第４回 環境未来都市構想推進
国際フォーラムが、

「東松島市」
で開催されます。

⽇時：12/5（⾦）〜12/7（⽇）
場所：東松島市コミュニティセンター他

ご案内
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2014.10.8 地⽅創⽣本部：基本政策検討チーム（地域⽣活基盤施策）

東松島市資料編
「時代にあった地域をつくり、安全なくらしを守る」



2

野蒜北部丘陵

東⽮本駅北

⽮本⻄

⽜網

宮⼾(⼤浜・⽉浜・室浜)

東松島市 防災集団移転 計画

移転先

移転元

駅近接に集団移転地選定

○再⽣可能エネルギー活⽤・推進計画策定調査事業
○緊急時通信器具整備事業
○市街地整備コーディネイト事業
○産業誘致・振興に向けた調査事業
○観光資源発掘・PR事業 等々

移転促進区域 買収予定地
全体 約２３０ヘクタール

津波被災エリアの世帯を市内７か所の
集団移転地(内陸部・⾼台)へ集団移転

コンパクトで環境と⾼齢者にや
さしい街区
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移転先名 東⽮本駅北団地 ⽮本⻄団地 ⽜網団地 野蒜北部丘陵団地 室浜・⼤浜・⽉浜団
地

協議会名 東⽮本駅北地区まち
づくり整備協議会

⽮本⻄地区まちづく
り整備協議会

⽜網地区まちづくり
整備協議会

野蒜地区
復興協議会

宮⼾地区復興まちづ
くり委員会

設⽴⽇ 平成24年11⽉21⽇ 平成24年12⽉19⽇ 平成24年12⽉20⽇ 平成24年11⽉25⽇ 平成24年2⽉20⽇

代表者 会⻑ ⼩ 野 ⽵ ⼀ 会⻑ ⼤ 野 哲 朗 会⻑ 後 藤 政 夫 会⻑ 成 澤 孝 ⼀ 委員⻑ 佐 藤 康 男

整備計画⼾数 集団移転286⼾
災害公営273⼾

集団移転92⼾
災害公営40⼾

集団移転41⼾
災害公営27⼾

集団移転296⼾
災害公営263⼾

集団移転51⼾
災害公営24⼾

事業推進体制

専⾨部会
1宅地・公共施設計

画検討部会
2区画決定ルール検

討部会
3街並み検討部会
4広報部会
5研修・イベント部

会
6その他役員会で必

要と判断する部会

役員会 役員会 専⾨部会
1復興部会
2医療福祉部会
3産業振興部会
4教育施設部会
5⾼台移転部会

宮⼾地区復興まちづ
くり委員会、各浜地
区会

集団移転「まちづくり協議」の状況
各団地で住みよいまちづくりを実現するための話し合いが⾏われています

※移転先のまちづくりを検討する組織内容については、⼀律とせず、地域住⺠が希望する推進体制とした。
※設⽴以降、全体で延べ300回以上にわたる合意形成を実施している。



災害公営住宅 完成（予定） タイプ ⼾数計 備考
⼩松南 2014年4⽉ 集合 156 ⼊居済

⼩野中央 2014年4⽉ 集合 21 ⼊居済

川前⼆ 2014年4⽉ 集合 16 ⼊居済

川前四番 2014年4⽉ 集合 38 ⼊居済

⼩野駅前北 2014年4⽉ ⼾建 23 ⼊居済

既完成分 254 完成A

⽮本東保育所 2014年10⽉ 集合 20
⾚井柳の⽬北 2015年8⽉ 集合・⼾建 85
⼩松沢⽥前 2016年4⽉ ⼾建 44
⼩野駅前南 2016年3⽉ ⼾建 39

集団移転地区分 *前⾴参照 集合・⼾建 568
合計 1010

4

災害公営住宅 整備状況

※きめ細やかな合意形成により、既完成分254⼾の⼊居率は、99％（H26.9現在）となっている。



移転先地区名 ⼾建住宅区画 災害公営住宅 ⼾数計 完成時期

⽮本⻄地 87 40 127 2014.6完成

⽜網 45 29 74 2014.6完成

⽉浜 18 4 22 2014.6完成

⼤浜 10 5 15 2014.6完成

室浜 6 13 19 2014.6完成

完成分 166 166 完成B
東⽮本駅北

（あおい地区） 273 307 580 2014〜2015（段階的に引渡し）

野蒜北部丘陵 278 170 448 2016〜2017（段階的に引渡し）

合計 717 568 1285

5

防災集団移転促進事業の現状

全体計画1727世帯（1010+717）に対し、約25％にあたる423世帯（完成A+完成B）に引渡済。
→震災から３年半経過したが、全体計画の約75％の市民が、仮設の住まいを与儀なくされている。

※全体計画に、個別移転1046世帯、現地再建287世帯は含まれておりません。
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※「環境未来都市構想」推進協議会資料より

環境未来都市構想とは



復興まちづくり計画と環境未来都市構想

安全で魅⼒ある暮らし
①命を守る安全な⽣活環境
②住みやすい住宅とコンパク
トなまちづくり

コミュニティの再興
①震災からの地域⼒復興
②市⺠参画による地域課題の
解決(少⼦⾼齢化・福祉等)

地域産業の持続と再⽣
①産業復興のビジョン明確化
②企業誘致
③中間⽀援組織づくり
④６次産業化、観光振興

分散型再⽣可能(地域)
エネルギーの推進
①再⽣可能エネルギーの促進
②移転跡地の活⽤

東松島市復興計画
リーディングプロジェクト

防災・災害対策
①安全な地域への住宅移転
②耐震化
③⾃主防災組織
④避難施設

少⼦⾼齢化対策
①地域コミュニティの再興
②雇⽤の対策の推進
③産業の振興
④医療・福祉の推進

環境対策
①再⽣可能エネルギーの促進
②環境産業の誘致
③CO2の削減
④地域資源の活⽤

東松島市
環境未来都市構想

雇⽤・産業の再⽣

被災跡地の利活⽤
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東松島市環境未来都市構想
（防災・災害対策）
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▼暴⾵、豪⾬、豪雪、洪⽔、⾼潮、地震、津波、噴⽕等の⾃然災害から住⺠の安全を確保し、
“何世代にも亘り永く住み続けられるまち”を創造する。
▼地域独⽴電源を整備し、災害発⽣時の⾃⽴サポート機能を構築して、公共避難所における⾃⽴
避難⽣活機能を向上する。
▼住⺠個々の防災意識の定着と継承を促すため、より強固な地域コミュニティの再興を推進し、
“防災ソーシャル・キャピタル”を形成
する。

セルフサポートスクール構想

【自然エネルギー】

給食センター

学校

残渣

改質器

燃料電池

【電気自動車】

【食品残渣を利用した
バイオマス発電】

【電気自動車による給食配送】

【次世代の子供への
環境教育として利用】

近隣河川の利用（小
水力）

【災害時は避難所への電力供給として利用】・・・上下水対策、空調、照明などの電力需要施設も検討

【発電量モニタリング】

電気とCO2の関係をリアルタイム表示

→ 次世代エネルギーへの啓蒙を図る従来の発電方式との比較

人力発電によりエネルギー
供給を実体験

セルフサポートスクール構想

【自然エネルギー】

給食センター

学校

残渣

改質器

燃料電池

【電気自動車】

【食品残渣を利用した
バイオマス発電】

【電気自動車による給食配送】

【次世代の子供への
環境教育として利用】

近隣河川の利用（小
水力）

【災害時は避難所への電力供給として利用】・・・上下水対策、空調、照明などの電力需要施設も検討

【発電量モニタリング】

電気とCO2の関係をリアルタイム表示

→ 次世代エネルギーへの啓蒙を図る従来の発電方式との比較

人力発電によりエネルギー
供給を実体験

構想モデルの例

■⽬標値：避難所におけるエネルギー⾃給率
H23 0% → H28 100%

■防災都市研修視察・⾒学者数
H23 なし → H28 2,500⼈
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構想モデルの例

▼⾼齢者医療・介護・福祉費の抑制のために、安全で健康的な住宅を整備する。
▼介護・福祉が必要な⾼齢者への対応を図るため、地域住⺠相互の⾼齢者介護、⾒守り体制を構
築する。
▼⾼齢者雇⽤の拡充を⽬指し、⾼齢者就業機会を

提供するとともに、外出を助ける交通基盤を
整備する。 マルチメディア端末の「絆」利用シーン

コンシェルジュ

市役所病 院

外 食

コンビニ

レンタカー
カーシェア

薬 局

美容室

警備会社

電力会社

介護サービス訪問看護

ガス会社

水道局

商 店

ショップ・サービスショップ・サービス

地域コミュニティ－「絆」－
（地域ＳＮＳ）

・ソーシャルキャピタルの形成
（住民コンセンサスの形成）
・相互見守り社会
・地域活動の情報

探索
オーダー
予約

広告
デリバリー
お知らせ

利用状況
料金
お知らせ
ＣＯ２削減情報
利用制限

利用データ

・生活状況監視により
駆けつけサービス

ライフライン・インフラライフライン・インフラ

・健康情報
（体温、血圧、体重）
・サービス申し込み
・緊急コール

防災コマンドセンター

ニュース
緊急情報
市政情報
求人情報
ボランティア募集

市政要望
レスキューコール

行政・まちづくり・災害対策行政・まちづくり・災害対策メディカル・ヘルスケアメディカル・ヘルスケア

・問診・診断
・見守り
・ケアサービス

住民間
カーシェアリング

生活利便性向上

住民意見の集約
安全・安心確保

高齢者ケア

省エネ・省資源
環境保全
ＣＯ２削減

マルチメディア端末の「絆」利用シーン

コンシェルジュコンシェルジュ

市役所病 院

外 食

コンビニ

レンタカー
カーシェア

薬 局

美容室

警備会社

電力会社

介護サービス訪問看護

ガス会社

水道局

商 店

ショップ・サービスショップ・サービス

地域コミュニティ－「絆」－
（地域ＳＮＳ）

・ソーシャルキャピタルの形成
（住民コンセンサスの形成）
・相互見守り社会
・地域活動の情報

探索
オーダー
予約

広告
デリバリー
お知らせ

利用状況
料金
お知らせ
ＣＯ２削減情報
利用制限

利用データ

・生活状況監視により
駆けつけサービス

ライフライン・インフラライフライン・インフラ

・健康情報
（体温、血圧、体重）
・サービス申し込み
・緊急コール

防災コマンドセンター

ニュース
緊急情報
市政情報
求人情報
ボランティア募集

市政要望
レスキューコール

行政・まちづくり・災害対策行政・まちづくり・災害対策メディカル・ヘルスケアメディカル・ヘルスケア

・問診・診断
・見守り
・ケアサービス

住民間
カーシェアリング

生活利便性向上

住民意見の集約
安全・安心確保

高齢者ケア

省エネ・省資源
環境保全
ＣＯ２削減

コレクティブハウス
集合住宅の形態のひとつ。アパート的な独⽴した居住ス

ペースの他に、居間や台所などを共同で使⽤できるスペース
を備えたもの。住⺠同⼠の交流や、⼦育て・⾼齢者などの⽣
活⽀援に有効とされる。デンマークなど北欧諸国に多い。

東松島市環境未来都市構想
（少⼦⾼齢化対策）

■⽬標値：65歳以上就業率
H23 29.29% → H28 33.44%
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構想モデルの例

▼地域独⽴電源の創出をめざし、 「MATSUSHIMA⾃然エネルギーパーク構想」を実現する。
▼家庭、運輸部⾨中⼼にした温室効果ガスの削減を⽬標とし、ネット・ゼロ・エネルギー・シティ
（ＺＥＣ）を実現する。
▼市⺠⼀⼈ひとりが環境問題に関⼼を持ち、主⼈公となって取り組むため、啓蒙活動・環境教育を
推進する。

ｴﾈﾙｷﾞ ﾈーｯﾄﾜー ｸ

微細藻類の
開発・育成

情報ﾈｯﾄﾜｰｸ

防災（災害Ｆｒｅｅ）

環境（地域独立型ｴﾈﾙｷﾞｰ）超高齢化（地域医療ネットワーク）

新産業（観光＋地場産業＋環境）

スマートコミュニティモデル
“ＮＯＢＩＲＵ”モデルから全市展開

バックアップ
（電力系統）

ＥＭＳ

中核病院による遠隔医療 メガソーラー

小型風力発電

太陽光パネル
リサイクル工場

自治体・自衛隊共同
コマンドセンター

ＧＰＳ活用
衛星電話

コーポラティブハウス
健康住宅

防災教育・訓練
自衛隊松島基地

クリニック

グリーンカー

水産加工場・物流
所

ローコスト
スマートハウス

ローコスト
スマートハウス

多重堤防

スマートビル

セルフサポート
スクール

グリーンツーリズム

コミュニティバス

長期滞在療養

避難タワー

バイオマス発電

ＪＲ仙石線

地場産品ブランド
化

次世代生命情報基盤

ｶｰｼｪｱﾘﾝｸﾞ

ｴﾈﾙｷﾞ ﾈーｯﾄﾜー ｸ

微細藻類の
開発・育成

情報ﾈｯﾄﾜｰｸ

防災（災害Ｆｒｅｅ）

環境（地域独立型ｴﾈﾙｷﾞｰ）超高齢化（地域医療ネットワーク）

新産業（観光＋地場産業＋環境）

スマートコミュニティモデル
“ＮＯＢＩＲＵ”モデルから全市展開

バックアップ
（電力系統）

ＥＭＳ

中核病院による遠隔医療 メガソーラー

小型風力発電

太陽光パネル
リサイクル工場

自治体・自衛隊共同
コマンドセンター

ＧＰＳ活用
衛星電話

コーポラティブハウス
健康住宅

防災教育・訓練
自衛隊松島基地

クリニック

グリーンカー

水産加工場・物流
所

ローコスト
スマートハウス

ローコスト
スマートハウス

多重堤防

スマートビル

セルフサポート
スクール

グリーンツーリズム

コミュニティバス

長期滞在療養

避難タワー

バイオマス発電

ＪＲ仙石線

地場産品ブランド
化

次世代生命情報基盤

ｶｰｼｪｱﾘﾝｸﾞ

メガソーラー構想図

東松島市環境未来都市構想
（環境対策）

■⽬標値：市内⾃然エネルギー⾃給率
H23 1%未満 → H38 120%
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⼀般社団法⼈東松島みらいとし機構
（愛称：ＨＯＰＥ）〜「産学公⺠⾦」連携のプラットフォーム〜

ＨＰ：http://hm-hope.org/
ＦＢ：https://www.facebook.com/hmhope.org

※「ＨＯＰＥ」の詳しい活動内容はコチラ↓
設⽴：２０１２年１０⽉１⽇
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①被災した家屋等は、
現場分別により１４
品⽬に分別

②可搬型の建設機械
等を活⽤した⼀次処
理作業

③徹底した⼿作業に
より１９品⽬に分別
による最終処理

「東松島⽅式による震災がれきのリサイクル」
〜⾼齢者を中⼼とした被災者雇⽤800⼈の実現〜

出展：河北新報（2014.7.6）より

震災ガレキ発⽣量109万8000ｔ
（東松島市で発⽣する⼀般廃棄物１1０年分）
全体の約97％をリサイクル

震災がれき発⽣量
⽊材・⽊くず ３７万１,０００トン
混合ごみ ７万９,０００トン
コンクリート殻 ４０万４,０００トン
アスファルト殻 ３万４,０００トン
⾦属類 ２万５,０００トン
不燃物混合類 １８万５,０００トン

合計 １０９万８,０００トン
（リサイクル量 １０７万０,０００トン）
（焼却量 ２万８,０００トン）

「混ぜれば“ごみ”、分ければ“資源”」

産学公⺠（地元建設業協会+東北⼤学等+東松島市+市⺠）連
携によるこの取組みは、事前の準備により、どの地域でも、
⼗分に実現できる取組みです。

【環境未来都市構想の先導事業①】



・森の学校プログ
ラムをスタート！

地域の森の再⽣活動
を通じて、郷⼟に誇り
と愛着を持ち、将来へ
の夢を描けるよう、復
興の森での森づくりプ

ログラムを実施。
・ホースマンの道づくり
森を痛めずに伐採材などを運べる

ように（⾺搬）⾺が通れる道を造り
ました。

・ʼTree Dragonʼ ツリーハウス オープン
森と⼈を近付けてくれる癒しのスペースとして作られた森のシ

ンボルです。希望をのせた⻯が空へ⾶び⽴つ姿をイメージしてい
ます。

『ＣＷニコルアファンの森財団』と
市有林８.7haの森林整備に関する協定を

2013年3⽉に締結しました。

13

「地域住⺠との協働による復興の森づくり」
〜被災者のストレスケアと⽣涯現役を⽬指して〜

【環境未来都市構想の先導事業②】
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『奥松島「絆」ソーラーパーク』
①事業 者 三井物産株式会社
②計画 地 東松島市奥松島公園跡地の一部 (約47,000㎡)
③連携容量 １,９９０Kw (約２メガワット)
④発電 量 年間 約２１０万Kwh
(一般家庭約600世帯分の年間使用電力量に相当)

『東松島「絆」カーポートソーラ』
①事業者 三井物産株式会社
②計画地等 ・コミュニティセンター前駐車場 約１８０Kw

・鷹来の森運動公園駐車場 約 ６３Kw
・大塩市民センター駐車場 約 ２６Kw 合計 約２６９Kwh

③効 果 事業者は固定価格買い取り制度を活用し、通常時は売電。災害等
の停電時には、非常用電源として利用可能な発電設備となる。

２メガクラスのメガソーラ及び合計約２６９ｋｗの市内避難所(公共施設)へのカーポート設置型太陽光発電設備の導⼊
が⺠間の⼒によって、スピードを重視し、先⾏整備を⾏っています。

カーポートソーラーは、発電事業に加え、⾮常時災害時に分散型発電所として市⺠に電⼒の供給が可能になり、かつ、
カーポート施設が合わせて提供されるため、２重の効果があるものと期待をよせています。

【環境未来都市構想の先導事業③】

「奥松島“絆”ソーラーパーク」
津波で浸⽔した地域で初の事業化

＆
「東松島“絆”カーポートソーラ」

公共施設屋根貸ソーラの発展型



沿岸より津波監視カメラで海上の状況を監視する事により、地震発⽣
時等においてリアルタイムに沿岸部の状況を把握するため、沿岸津波
監視カメラシステムを先⾏モデル事業として整備
設置場所 １．東松島市⽮本字上河⼾３６番地１

２．東松島市⼤曲字下台地内
３．東松島市浜市字樋場地内
４．東松島市野蒜字洲崎地内

15

【環境未来都市構想の先導事業④】

「⾃⽴・分散型電源によ
る沿岸監視システム」
〜独⾃の情報収集により、災害弱者の避難⾏動をサポート〜
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「国内初展⽰の科学地球儀（SOS）
展⽰を備えた環境教育拠点

“ディカバリーセンター”」

【環境未来都市構想の先導事業⑤】
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東松島市型地域住宅「つながるYEAH(家)！」
※H26完成予定

【環境未来都市構想の先導事業⑥】



わたなべ
整形外科

ししど内科
クリニック

石巻運転
免許センター

調整池ＰＶ
400kW

仙石病院

災害公営住宅
60戸

220kW発電機
（バイオディーゼル）
46kWh Li蓄電池

（集会場脇）

災害公営住宅
５戸×3棟

ＰＶ
20kW×3=60kW

集会場
PV10kW

災害公営住宅
10戸

市道をまたぎ
複数地区に渡る

自営線

※ＰＶ合計４７０ｋＷ

うつみレディス
クリニック

【環境未来都市構想の先導事業⑦】

「特定供給による東松島スマート防災エコタウン」
（事業実施主体：東松島市）

※自立・分散型低炭素エネルギー社会構築推進事業費補助金（環境省地球環境局）活用
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東松島市津波防災区域の条例施行
平成２４年６月１日から

第1種区域
住居などの居住用建物、医療施設や児童福祉施

設などの建築が規制されます。
第2種区域
住居などの居住用建物、医療施設や児童福祉施

設などの建築が規制されますが、これらの建物で
あっても主要構造部が鉄筋コンクリート造又は鉄骨
鉄筋コンクリート造、階数が２以上、地階を有さな
いなどの条件を満たした建築物は建築できます。
第3種区域
住居などの居住用建築物、医療施設や児童福祉

施設などの建築物を建築する場合、宅地の接する
道路の高さから１階の居住室の床面の高さを1.5
ｍ以上とすること、住宅の基礎を鉄筋コンクリート
造とすることなど、一定の基準を満たしていただく
必要があります。
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防災盛土

基地防災構造物

東矢本駅北団地
(被災市街地復興土地区画整理事業)

移転跡地の利活用
(土地利用転換)

定川河川災害復旧
(TP+4.5m)

石巻港区災害復旧

海岸堤防(TP+7.2m)

矢本大曲線

定川河川災害復旧

矢本海浜緑地

災害公営住宅(赤井川前四番)

災害公営住宅(赤井川前二)

航空自衛隊
松島基地



大曲浜地区（土地利用転換型）

住居系用途 産業系土地利用

◎津波・原子力被害被災地雇用創出企業立地補助
事業との連携により、企業進出を促進

・雇用創出
・土地の有効活用
・管理費の削減

25
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東松島市環境交流特区(復興特区)認定 2012.12.14

再⽣可能エネル
ギー関連産業

ツーリズム関連
産業

商業関連産業 ⾷料供給等施設

■集積を⽬指す業種（対象となる業種）
① 再⽣可能エネルギー関連産業（電気業・熱供給業等）

津波浸⽔区域(被災地)を有効活⽤し、再⽣可能エネルギー
産業の集積を図る。

② ツーリズム関連産業（観光業・宿泊業等）
松島の⾃然環境を活かし、⼀次産業との連携を含め観光産業等

の集積を図る。
③ 商業関連産業（⼩売・サービス業等）

防災集団移転に伴う地域住⺠の⽣活利便性を確保する商業関連
産業の集積を図る。

④ ⾷料供給等施設（農業・⾷料品製造業等）
復興に向けた新たな産業を創出すべく、⾷料関連産業の集積を図る。

復興産業集積区域内において､雇⽤
に⼤きな被害が⽣じた地域の雇⽤創
出に寄与する新規⽴地や増設、被災
者を雇⽤する企業については、国
税・地⽅税の該当項⽬に関する税制
上の特例措置が受けられます。
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小松谷地地区
(商業施設,災害公営住宅)

海岸堤防(TP+7.2m)

矢本西団地
(防災集団移転促進事業)

立沼浜市線(TP+3.5m)

北上運河防災盛土(TP+6.2m)

北上運河災害復旧(TP+4.5m)

航空自衛隊 松島基地



28

海岸堤防(TP+7.2m)

牛網団地
(防災集団移転促進事業)

浜市防災盛土（TP+6.2m)

北上運河災害復旧(TP+4.5m)

浜市漁港復旧・
機能強化

災害公営住宅(鳴瀬
給食センター跡地)

災害公営住宅(小
野駅前南地区)

災害公営住宅
(小野駅前北地区)
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東名漁港復旧・
機能強化

市道大茂倉線

野蒜北部丘陵団地
(被災市街地復興土地区画整理事業)

東名・新東名線

JR仙石線復旧

東名海岸堤防
(TP+4.3m)

海岸堤防(TP+7.2m)

奥松島松島公園線

奥松島絆ソーラーパーク

市道台前亀岡線

JR新規移設ルート
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里浜漁港復旧・
機能強化

大浜漁港復旧・機能強化
防潮堤(TP+4.3m)

室浜漁港復旧・機能強化
防潮堤(TP+5.2m)

月浜漁港復旧・機能強化
防潮堤(TP+4.3m)

大浜団地
(防災集団移転促進事業)

室浜団地
(防災集団移転促進事業)

月浜団地
(防災集団移転促進事業)

宮城県自然の家
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